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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも２つの互いに直接積層された層ＡおよびＢからなる接着テープを製造するた
めの方法であって、層Ａが接着剤であり、層ＡおよびＢの互いに積層された境界面が、前
記層が互いに積層される前に、物理的方法で処理されており、二つの方法が互いに異なり
、前記層Ｂが発泡体のウェブ状の支持体基材であり、
第１の物理的処理が空気中のコロナ処理であり、第２の物理的処理がＮ２中のコロナ処理
であって、Ｎ２雰囲気中のＯ２含量が、＜１０００ｐｐｍであることを特徴とする、
前記接着テープを製造するための方法。
【請求項２】
　前記層ＡまたはＢの少なくとも一方が粘弾性であることを特徴とする、請求項１に記載
の接着テープを製造するための方法。
【請求項３】
　前記接着剤が、感圧接着剤であることを特徴とする、請求項１または２に記載の接着テ
ープを製造するための方法。
【請求項４】
　層ＡおよびＢの前記境界面がコロナ処理の線量が互いに異なる二つの方法により処理さ
れることを特徴とする、請求項１～３のいずれか一つに記載の接着テープを製造するため
の方法。
【請求項５】
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　前記層ＡおよびＢの境界面の処理時間が異なっていることを特徴とする、請求項１～４
のいずれか一つに記載の接着テープを製造するための方法。
【請求項６】
　前記物理的方法において、以下の純粋なまたは混合物のプロセスガス、Ｎ２、Ｏ２、Ｈ

２、ＣＯ２、Ａｒ、Ｈｅ、アンモニア、エチレンが、処理雰囲気を形成し、さらに水蒸気
または他の揮発性成分を添加することができることを特徴とする、請求項１～５のいずれ
か一つに記載の接着テープを製造するための方法。
【請求項７】
　第１の物理的処理が空気中のコロナ処理であり、第２の物理的処理がＮ２中のコロナ処
理であって、Ｎ２雰囲気中のＯ２含量が、＜１００ｐｐｍであることを特徴とする、請求
項１～６のいずれか一つに記載の接着テープを製造するための方法。
【請求項８】
　第１の物理的処理が空気中のコロナ処理であり、第２の物理的処理がＮ２中のコロナ処
理であって、Ｎ２雰囲気中のＯ２含量が、＜２０ｐｐｍであることを特徴とする、請求項
１～７のいずれか一つに記載の接着テープを製造するための方法。
【請求項９】
　第１の物理的処理が空気中のコロナ処理であり、第２の物理的処理がＮ２中のコロナ処
理であって、Ｎ２雰囲気中のＯ２含量が、＜１０ｐｐｍであることを特徴とする、請求項
１～８のいずれか一つに記載の接着テープを製造するための方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、少なくとも２つの互いに直接積層された層ＡおよびＢからなり、層Ａおよび
Ｂの少なくとも片方または両方が接着剤である、接着テープ、好ましくは粘着テープに関
する。
【背景技術】
【０００２】
　工業的製造分野において、被着体の接着特性を改善するため簡単な前処理技術が求めら
れている。
・粘着テープを非常に強固に結合するには、被着体表面の湿式化学洗浄やプライマー処理
などの手間のかかる方法が典型的には用いられる。
・粘着テープの固定力を高めるために、今日、特に簡単な大気圧での物理的前処理技術（
コロナ、プラズマ、火炎）が被着体の表面処理に有利に用いられる。
【０００３】
　２層または３層以上が互いに積層される場合、典型的には片側または両側の境界面が、
ラミネーションする前に物理的に前処理される。
【０００４】
　コロナおよびプラズマでの処理は、境界層の活性化に関して持続性が限られているので
、ラミネーション過程前の適時に、または主として直前に処理することが知られている。
【０００５】
　プラズマ前処理およびコロナ前処理は、例えば、独国特許出願公開第２００５０２７３
９１（Ａ１）号（特許文献１）および独国特許出願公開第１０３４７０２５（Ａ１）号（
特許文献２）に規定されあるいは言及されている。
【０００６】
　独国特許出願公開第１０２００７０６３０２１（Ａ１）号（特許文献３）の請求項によ
れば、あらかじめプラズマ／コロナ前処理を行うと剪断耐久時間および接着の流れ挙動に
良い影響がある。この方法が接着力の向上に効果があり得るかについては分からなかった
。
【０００７】
　独国特許出願公開第１０２００６０５７８００（Ａ１）号（特許文献４）の請求項によ
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れば、多層接着テープが、少なくとも２層の互いに直接重なり合った感圧接着剤Ａおよび
Ｂからなり、これらはそれぞれ、ラミネーション前に、化学的かつ／または物理的に前処
理されている。これにより得られる感圧接着剤層の改良された結合付着力は、両側が同一
様式の前処理で実現している。
【０００８】
　プロセスガス雰囲気下でのコロナ処理に関しては、独国特許出願公開第４４３８５３３
（Ａ１）号（特許文献５）において、プロセスガス、例えば、二酸化炭素または一酸化炭
素、さらに、上記において不活性ガスと呼ばれている、例えば、窒素またはアルゴンなど
の他のガスを含むコロナ処理のプロセスが記載されている。
【０００９】
　さらに周知の従来技術は、Ｐｌａｓｍａｔｒｅａｔ社（Ｓｔｅｉｎｈａｇｅｎ）の独国
特許出願公開第１０２００７０１１２３５（Ａ１）号（特許文献６）で開示され、改良さ
れた前処理、特に加工物の表面の洗浄を記述している。例えば、別の加工物との接着が著
しく改善できる。
【００１０】
　さらに、欧州特許第０７４０６８１（Ｂ１）号（特許文献７）には、ポリマーまたはポ
リマー・マトリックス複合材料の表面のプラズマ／コロナおよびカップリング剤による処
理、ならびに接着材料または粘着テープの適用が開示されている。
【００１１】
　また、感圧接着層に対する高い結合強度のための、熱活性接着性樹脂層およびホットメ
ルト層の、特に適切なプロセスガスを用いてのプラズマ処理が知られている。
【００１２】
　その例は欧州特許第１２６２５３２（Ｂ１）号（特許文献８）に示されるが、これは２
つの機能を有する接着テープを目的にしており、ポリオレフィン系の熱活性化接着性樹脂
層およびアクリラート系感圧接着層を有し、ポリオレフィン層は、感圧接着層に対してよ
く固定するためにＮ２コロナ処理を行っている。
【００１３】
　従来技術は、接着材料または粘着テープへの固定力を高めるために、前処理を主として
支持体材料または被着体に適用することを特徴としている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１４】
【特許文献１】独国特許出願公開第２００５０２７３９１（Ａ１）号
【特許文献２】独国特許出願公開第１０３４７０２５（Ａ１）号
【特許文献３】独国特許出願公開第１０２００７０６３０２１（Ａ１）号
【特許文献４】独国特許出願公開第１０２００６０５７８００（Ａ１）号
【特許文献５】独国特許出願公開第４４３８５３３（Ａ１）号
【特許文献６】独国特許出願公開第１０２００７０１１２３５（Ａ１）号
【特許文献７】欧州特許第０７４０６８１（Ｂ１）号
【特許文献８】欧州特許第１２６２５３２（Ｂ１）号
【特許文献９】独国ＥＰ特許翻訳第６９０２１７７４（Ｔ２）号
【特許文献１０】米国特許第７，１４７，７５８（Ｂ２）号
【非特許文献】
【００１５】
【非特許文献１】Ｗａｇｎｅｒら、Ｖａｃｕｕｍ、７１　（２００３）、４１７～４３６
【非特許文献２】Ｂａｉｎら、Ｌａｎｇｍｕｉｒ、Ｖｏｌ．　５、Ｎｏ．６、１９８９
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１６】
　本発明の課題は、強固な結合を達成するための、感圧接着剤および支持体材料の物理的
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表面改質における、さらに有効な効果を見出すことにある。本課題の核心は、感圧接着性
層と支持体材料間の強い固定の達成であり、二次的態様として、物理的処理とラミネーシ
ョンの間に時間がかかるときにも前記課題が達成されねばならない。
【課題を解決するための手段】
【００１７】
　前記課題は、請求項１に記載の接着テープによって、達成される。従属請求項の対象は
、その際には本発明の対象の有利な発展形である。
【００１８】
　したがって、本発明は、好ましくは粘着テープ（ｓｅｌｆ－ａｄｈｅｓｉｖｅ　ｔａｐ
ｅ；自己接着テープ）である接着テープであり、少なくとも２つの互いに直接積層された
層ＡおよびＢからなり、ここに少なくとも層ＡおよびＢの一方または両方が接着剤（ａｄ
ｈｅｓｉｖｅ；接着料）であり、互いに積層された層ＡおよびＢの境界面が、前記層が互
いに積層される前に、コロナ放電、誘電体バリア放電、火炎前処理、またはプラズマ処理
からなる群より選ばれる物理的方法で処理され、ここに両方の方法は互いに異なる、接着
テープに関する。
【００１９】
　本発明にいう物理的方法の一つの方法では、放電によりプラズマを発生し、処理する基
材をこのプラズマに曝露する。
【００２０】
　本発明で言う前記処理は、大気圧またはこれに近い圧力で行われる。プラズマ中の平均
電子速度は、通常非常に速く、ここにその平均運動エネルギーは、イオンのそれより著し
く大きい。したがって、このエネルギーで規定される電子温度は、イオンの温度と異なり
、プラズマは熱的平衡になく、「冷たい」。
【００２１】
　通常「コロナ」と表される物理的前処理技術は、大方、「誘電体バリア放電」（英語：
ｄｉｅｌｅｃｔｒｉｃ　ｂａｒｒｉｅｒ　ｄｉｓｃｈａｒｇｅ、ＤＢＤ）であり、これは
Ｗａｇｎｅｒ　ら、Ｖａｃｕｕｍ、７１　（２００３）、４１７～４３６（非特許文献１
）も参照されたい。その際には、処理される基材をウェブ状で、少なくとも一方の電極が
誘電性材料製かそれで被覆された２つの高圧電極間を通す。
【００２２】
　コロナ処理の処理強度は、［Ｗｍｉｎ／ｍ２］単位の「線量」として線量Ｄ＝Ｐ／ｂ＊
ｖで与えられる。ここにＰ＝電力［Ｗ］、ｂ＝電極幅［ｍ］、およびｖ＝ウェブ速度［ｍ
／ｍｉｎ］である。
【００２３】
　適度に高いウェブ張力により基材は、ドラムとして設けられた対極に押し付けられ、空
気の混入を防止する。処理間隔は、典型的には約１～２ｍｍである。そうした２電極形態
での、電極と対極の間の空間での処理の基本的欠点は、背面の処理が生じ得ることである
。例えば、ロール・ツー・ロール処理でのウェブ張力が小さすぎたときの、ほんの少量の
空気またはガスの背面への巻き込みでも、多くの場合背面の好ましくないコロナ処理が、
生じてしまう。
【００２４】
　ｋＶ領域高周波の交流電圧での処理においては、短い時間間隔の放電路が電極および基
材間に生じ、その際加速電子も基材表面に衝突する。電子の衝突におけるエネルギーは、
基材合成樹脂の分子結合ほとんどの結合エネルギーの２～３倍であるので、結合が分断さ
れる。二次反応で、官能基および極性基が表面に生成する。極性基の生成は、例えば表面
エネルギーの上昇に大きく貢献する。エネルギーの大きい加速電子の作用により、こうし
た処理は、投入される電気エネルギーの面で非常に効率的であり、また生じ得る反応の面
で非常に性能が良い。しかしながらこのとき、極性基および官能基の高密度の生成は、鎖
の切断および酸化による材料の分解と競合する。
【００２５】
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　単純なコロナ処理やＤＢＤは、通常非極性表面およびフィルムの処理に使用され、これ
によりその表面エネルギーおよび濡れ性を向上させる。このため、合成樹脂フィルムは、
印刷または接着剤塗布の前に、しばしば、コロナ処理される。
【００２６】
　広い意味では、空気中のコロナ処理は、プラズマが働く技術であるが、大気圧でのプラ
ズマ処理は、通常より狭い定義で理解される。
【００２７】
　コロナ処理が空気中でなく、例えば窒素系である別のガス混合物中で行われると、なる
ほど部分的にプラズマが関わる。より狭い意味での、大気圧でのプラズマ処理は、しかし
均一かつ無放電の処理である。例えば、希ガスを使用することで、一部では混合体によっ
て、そうした均一なプラズマを生成できる。このとき、処理は、面状の均一にプラズマで
充たされた反応空間で行われる。
【００２８】
　反応性プラズマは、迅速に基材表面の多くの化学基と反応可能なラジカルおよび自由電
子を含む。これにより、ガス状反応生成物、および表面に高活性な遊離基を生成する。こ
の遊離基は、二次反応により迅速に酸素または他のガスとさらに反応して、基材表面上に
多様な化学的官能基を生成し得る。全てのプラズマ技術と同様に、官能基の生成は、材料
分解と競争関係にある。
【００２９】
　処理する基材は、２電極形状の反応空間の代わりに、単なる無放電プラズマ（「間接」
プラズマ）にも曝露できる。その場合プラズマは、良い近似で大体無電位でもある。プラ
ズマはこのとき、通常、対極を必要とすることなしに、ガス流により放電領域から短い距
離を押し流されて、基材に導かれる。反応性プラズマの寿命（したがって、また可使区間
）は、しばしば「残光（ａｆｔｅｒｇｌｏｗ）」と呼ばれ、再結合反応およびプラズマ化
学の正確な細目により定められる。大方、放電源からの距離とともに反応性の指数的減衰
が見られる。
【００３０】
　近代的間接プラズマ技術は、しばしばノズル原理によっている。ここでノズルは円形ま
たは線型に作られてよく、一部では回転ノズルが用いられるが、ここでは制約を加えよう
とするものではない。前記ノズル原理は、その柔軟性と内在する片面処理により有利であ
る。そうした、例えばＰｌａｓｍａｔｒｅａｔ社のノズルは、接着前の下地の前処理用に
業界で広く普及している。間接的で効率が低く無放電の前記処理、およびこれによる小さ
いウェブ速度は、不利である。通常の円形ノズルの構造形態は、しかし例えば幅がほんの
数ｃｍの接着テープなどの狭幅のウェブの処理に極めて良く適している。
【００３１】
　市場には、プラズマ発生の技術、ノズル形態、およびガス雰囲気の異なる多様なプラズ
マ発生器がある。処理はとりわけ効率において異なるが、基本的な効果は大方同様で、と
りわけ使用されるガス雰囲気により決定される。プラズマ処理は、多様な雰囲気で行うこ
とができ、雰囲気に空気を含むこともできる。前記処理雰囲気は、異なったガスの混合物
であってもよく、とりわけ、Ｎ２、Ｏ２、Ｈ２、ＣＯ２、Ａｒ、Ｈｅ、アンモニアから選
ぶことができ、ここにさらに、水蒸気または他の成分を混合できる。この例示的列挙によ
って、何らの制約をも加えようとするものではない。
【００３２】
　原理的には、雰囲気に、被覆性または重合性成分も気体（例えば、エチレン）または液
体（エアロゾルとして霧化）として混合できる。対象となるエアロゾルについてほとんど
制約はない。特に間接的に作用するプラズマ技術は、電極の汚れの心配がないので、エア
ロゾルの使用に適している。
【００３３】
　プラズマ処理の効果は、化学的特質であり、表面の化学的性質の変化が中心を占めるの
で、上述の方法は化学・物理的処理方法と表すこともできる。細目において相違はあり得
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るが、本発明の趣旨において、プラズマ生成法や構造によってある技術を特に強調するも
のではない。
【００３４】
　本発明の好ましい一実施形態において、互いに積層された境界面が、境界面への異種の
物理的処理を通し、とりわけ相補的なプロセスガスの使用を通し、とりわけ酸化性および
還元性ガスの使用を通し、とりわけ酸性改質性ガスおよび塩基性改質性ガスの使用を通し
、生じたまたは強化された酸－塩基・相互作用、または供与体－受容体・相互作用を有す
る。
【００３５】
　特に好ましいプロセスにおいては、第１の物理的処理は、空気中のコロナ処理であり、
第２の物理的処理は、Ｎ２中のコロナ処理であり、そのときＮ２雰囲気中のＯ２含量は、
好ましくは＜１０００ｐｐｍであり、特に好ましくは＜１００ｐｐｍ、極めて好ましくは
＜２０ｐｐｍ、とりわけ好ましくは＜１０ｐｐｍである。
【００３６】
　本発明により確認された結果（特に例４参照）は、酸－塩基・相互作用に基づいて理解
できる。空気コロナは、主として酸素含有基（例えば、カルボン酸）を発泡体表面に生成
し、これは特に有利に窒素含有基（例えば第一級および第二級アミノ基）と相互作用でき
、後者は窒素コロナにより接着剤表面に導入されたものである。ここで、「相互作用」と
いう概念は、共有結合性の結合にまでいたる、全ての通常の相互作用の漸進的な度合を包
含する。特に、そうした特定の供与体－受容体・相互作用が、純粋の非特異的双極子－双
極子・相互作用に対して際立つ。
【００３７】
　原理的に、物理的方法による、添加剤の混合性を改良するための表面の酸－塩基・相互
作用の改質が知られている。例えば独国ＥＰ特許翻訳第６９０２１７７４（Ｔ２）号（特
許文献９）参照。この発明によれば、表面を所定の条件（特定の化学反応、周囲のマトリ
ックス等）に適合させることが必須ではなくなり、２つの表面が互いに相補的に形成でき
るプロセスが準備される。
【００３８】
　表面の酸度または塩基度は、表面ｐＫｓ値（場合によってはｐＫｂ）によって表すこと
ができる。この値は、表面での局部的ｐＨおよび面荷電密度と密接に関連している。別の
表現が、ルイス供与体－受容体概念の趣旨によってもできる。水素結合の形成も、供与体
－受容体・相互作用に基づく。
【００３９】
　表面の酸度または塩基度は、例えば、接触角滴定法（例えば、Ｂａｉｎ　ら、Ｌａｎｇ
ｍｕｉｒ、Ｖｏｌ．　５、Ｎｏ．６、１９８９（非特許文献２）参照）により測定できる
。他の方法には、酸性および塩基性成分を用いｖａｎ　Ｏｓｓの方法に従った表面エネル
ギーの算定、または誘導体化および／もしくは比色分析測定による官能基の面密度の推定
があり得る。原理的には、混合官能基の表面では複数のｐＫｓ値が測定され得ることに気
を付けねばならず、酸度または塩基度は、表面の平均的性質である。原理的には、酸性お
よび塩基性の概念はあいまいに規定されているが、与えられた２つの官能基間では、どち
らがより酸性であるかまたは塩基性であるかは常に決定できる。
【００４０】
　適切な物理的表面処理により、表面ｐＫｓ値の差が大きくされるか、かつ／または相補
的な供与体および受容体機能の面密度が高められると、これは固定強度の上昇に寄与する
。供与体－受容体・相互作用を、意図したように向上する趣旨では、「相補的プロセスガ
ス」を用いた「相補的物理的処理」を持ち出せる。
【００４１】
　表面中に、物理的処理および適切な処理雰囲気によって、通常酸性の性質の官能基が表
面中に形成されるときは、本発明においては、酸性改質ガスと呼ぶ。これは、大方、一ま
たは複数の酸素原子を表面に導入するガスである。当業者の間では、そうしたガスは、大
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抵は酸化性ガスと呼ばれる。
【００４２】
　このとき、相補的官能基は、通常、塩基性の性質のものである。こうした塩基性の官能
基が表面に導入される処理雰囲気は、本発明において塩基性改質ガスと呼ばれる。これは
、大方、一または複数の窒素原子を表面に導入するガスである。これには、技術的に還元
性と呼ばれるガスが多く当てはまる。
【００４３】
　この定義は、選ばれた酸化性および還元性ガスによる表面の改質が記載されている米国
特許第７，１４７，７５８（Ｂ２）号（特許文献１０）にも見出される。
【００４４】
　酸性改質ガスとしては、Ｏ２、Ｏ３、ＣＯ２、ＣＯ、Ｈ２Ｏ、さらにＳＯ２、またはさ
らに、ガス状のカルボン酸、ケトンもしくはアルデヒド、またはそれらの混合物が挙げら
れるが、それらに限定しようとするものではない。
【００４５】
　塩基性改質ガスとしては、Ｎ２、Ｈ２、ＮＨ３、またはそれらの混合物が挙げられるが
、それらに限定しようとするものではない。
【００４６】
　これらのガスは、また、例えば、希ガスまたは明らかに低反応性のガスなどの不活性ガ
スのキャリア・ガス中に混ぜてもよい。
【００４７】
　原理的には、前記処理は、相補的な供与体－受容体相互作用を産み出すまたは強化する
のに適していなければならない。個々のケースによって、また表面の処理は、酸性改質ガ
スなどの単一の群から選ばれる２つの雰囲気を用い、または酸性および塩基性改質ガスの
混合物の雰囲気を用いて可能である。
【００４８】
　原理的に、この概念は酸－塩基・相互作用を超えて供与体－受容体・相互作用にも当て
はまる。
【００４９】
　前記処理は、原理的に、プラズマ処理などの別の物理的方法によっても実施できる。
【００５０】
　例４ｂに示されるように、この概念は、ステアリン酸塩などの接着性を減少させるプロ
セス補助材によって、表面がしばしば汚染されている感圧接着剤用のＰＥ系支持発泡体の
処理に用いられる。このとき、浸食性の酸化性酸素系処理が特に効率的である。そのとき
、本発明に従い、上記にラミネーションする感圧接着剤の相補的な窒素系物理的処理が選
択できる。驚くべきことに、接着剤表面のこの窒素系改質は、強度に酸を含む接着剤にお
いてもプラスの効果を示し得る。
【００５１】
　本発明の好ましい一実施形態において、前記層ＡまたはＢの少なくとも一方は粘弾性で
ある。
【００５２】
　粘弾性ポリマー層は、非常に高粘性の液体とみなせ、圧力をかけると流れの挙動（「ク
リープ」とも称される）を示す。そうした粘弾性ポリマー、またはそうしたポリマー層は
、ゆっくりと力が作用するとき、作用する力を緩和する大きな能力があり、力を振動およ
び／または変形（これは、少なくとも部分的に、とりわけ可逆的にもなり得る）により散
逸させ、作用する力を「和らげ」、作用する力による機械的破壊を好ましくは免れるか、
または少なくとも有利に弱めるか、または少なくとも破壊の生じる時点を遅らせることが
できる。力が非常に速く作用する場合は、粘弾性ポリマーは通常弾性挙動、すなわち完全
に可逆的な変形挙動を示し、力がポリマーの弾性能力を超えると、破壊へつながり得る。
これと対照的に、弾性材料は、ゆっくりした力の作用においても、上述した弾性挙動を示
す。添加、フィラー、発泡等によりそうした粘弾性の接着剤は特性をさらに大きく変える
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ことができる。
【００５３】
　そうした粘弾性支持体層を有する接着テープの接着技術特性にやはり大きく寄与する、
粘弾性ポリマー層の弾性成分により、応力、例えば引張りや剪断応力は完全には緩和しな
い。これは、（（応力（ｔ＝０）－応力（ｔ）／応力（ｔ＝０））＊１００％で定義され
る緩和能力で表される。典型的には、粘弾性支持体層は、５０％超の緩和能力を示す。
【００５４】
　さらに好ましくは、接着剤は、感圧接着剤、すなわち比較的弱い圧によっても、ほとん
ど全ての接着下地と耐久性の結合ができ、使用後には実質的に残留物無しに接着下地から
また剥がすことができる接着剤である。感圧接着剤は室温で永続的に感圧粘着性である、
すなわち十分小さな粘度と高い初期接着を示し、各接着下地表面を小さな圧力でも濡らす
ことができる。接着剤の接着性は、その粘着性に、再剥離性は、その凝集性によっている
。
【００５５】
　好ましくは、感圧接着剤層は、天然ゴム、合成ゴム、またはポリウレタンに基づくが、
ここに好ましくは、感圧接着剤層は、純粋のアクリラート、または主としてアクリラート
からなる。
【００５６】
　感圧接着剤は、接着特性を改良するために、粘着性付与材を混ぜてよい。
【００５７】
　接着性樹脂ともいわれる粘着性付与材には、原理的には全ての既知の物質クラスが適し
ている。粘着性付与材は、例えば、ほんのいくつかの例を挙げると、炭化水素樹脂（例え
ば、不飽和Ｃ５もしくはＣ９モノマーからのポリマー）、テルペンフェノール樹脂、例え
ば、α－もしくはβ－ピネン等の原料からのポリテルペン樹脂、クマロン－インデン樹脂
などの芳香族樹脂、またはコロホニウムおよびその［０］反応生成物（Ｆｏｌｇｅｐｒｏ
ｄｕｋｔ）といったスチレンもしくはα－メチルスチレンからなる樹脂、例えば、不均化
、二量化、もしくはエステル化したコロホニウム、例えば、グリコール、グリセリンもし
くはペンタエリスリトールとの反応生成物（Ｕｍｓｅｔｚｕｎｇｓｐｒｏｄｕｋｔ）であ
る。
【００５８】
　好ましくは、樹脂はテルペンフェノール樹脂といった容易に酸化する２重結合を持たな
い樹脂、芳香族樹脂であり、特に好ましくは、例えば、水素化芳香族樹脂、水素化ポリシ
クロペンタジエン樹脂、水素化コロホニウム誘導体または水素化ポリテルペン樹脂などの
水素化により製造される樹脂である。好ましくは、樹脂はテルペンフェノール系、および
コロホニウムエステル系である。同様に好ましくは、接着性樹脂は、ＡＳＴＭ　Ｅ２８－
９９（２００９）による軟化点が８０℃超である。特に好ましくは、樹脂は、ＡＳＴＭ　
Ｅ２８－９９（２００９）による軟化点が９０℃超のテルペンフェノール系、およびコロ
ホニウムエステル系である。典型的な使用量は接着剤のポリマーに対して１０～１００重
量部である。
【００５９】
　ケーブル適合性のさらなる改良のため、接着剤の配合に任意で光安定剤または第一級お
よび／もしくは第二級酸化防止剤を添加できる。
【００６０】
　酸化防止剤として、立体障害フェノール系、亜リン酸塩系、チオ相乗剤系、立体障害ア
ミン系またはＵＶ－吸収剤系の製品が使用され得る。
【００６１】
　好ましくは、第一級酸化防止剤、例えば、Ｉｒｇａｎｏｘ１０１０（テトラキス－（メ
チレン－（３，５＝ジ－（ｔｅｒｔ）－ブチル－４－ヒドロシンナマート））メタン；Ｃ
ＡＳ番号６６８３－１９－８（立体障害フェノール）、ＢＡＳＦ社）、またはＩｒｇａｎ
ｏｘ２５４を、単独で、または第二級酸化防止剤、例えばＩｒｇａｆｏｓ　ＴＮＰＰもし
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くはＩｒｇａｆｏｓ１６８、と組み合わせて使用する。
【００６２】
　このとき、酸化防止剤は互いに任意に組み合わせて使用でき、第一級および第二級酸化
防止剤の混合物を、例えばＴｉｎｕｖｉｎ２１３などの光安定剤と組み合わせると、特に
良好な酸化防止作用が示される。
【００６３】
　第一級酸化防止剤が第二級酸化防止剤と同一分子内に結合している酸化防止剤がとりわ
け有利であることが示されている。この酸化防止剤は、クレゾール誘導体で、その芳香環
の任意の異なる２個所、好ましくはＯＨ基に対してオルトおよびメタ位をチオアルキル鎖
で置換しており、硫黄原子が一つまたは複数のアルキル鎖でもクレゾール構造中の芳香環
と結合していてよい。芳香族と硫黄原子の間の炭素原子の数は、１～１０、好ましくは１
～４でもよい。アルキル側鎖の炭素原子の数は、１～２５、好ましくは６～１６でもよい
。ここで特に好ましくは、４，６－ビス（ドデシルチオメチル）－ｏ－クレゾール、４，
６－ビス（ウンデシルチオメチル）－ｏ－クレゾール、４，６－ビス（デシルチオメチル
）－ｏ－クレゾール、４，６－ビス（ノニルチオメチル）－ｏ－クレゾールまたは４，６
－ビス（オクチルチオメチル）－ｏ－クレゾールなどのタイプの化合物である。そうした
酸化防止剤は、例えば、Ｃｉｂａ　Ｇｅｉｇｙ社からＩｒｇａｎｏｘ１７２６またはＩｒ
ｇａｎｏｘ１５２０の商標で提供されている。
【００６４】
　添加される酸化防止剤または酸化防止剤パッケージの量は、全固体含量に対して、０．
１～１０重量％の範囲、好ましくは０．２～５重量％の範囲、特に好ましくは０．５～３
重量％の範囲とすべきである。
【００６５】
　加工性の改良のために、接着剤の配合にさらに通常の、消泡剤、脱気剤、湿潤剤または
均展材などのプロセス補助材を混ぜることができる。適切な濃度は、固体に対して０．１
～５重量部の範囲である。
【００６６】
　二酸化ケイ素（球形、針状、鱗状もしくは焼成シリカのように不定形）、中実もしくは
中空球としてのガラス、マイクロバルーン、炭酸カルシウム、酸化亜鉛、二酸化チタン、
酸化アルミニウムまたは水酸化酸化アルミニウムなどの（強化または非強化）充填材は、
加工性の調節に加え、接着技術特性の調節にも働き得る。適切な濃度は、固体に対して０
．１～２０重量部の範囲である。
【００６７】
　他でもなくマイクロバルーンが、接着剤の発泡を可能とするので好ましい。
【００６８】
　さらなる有利な一実施形態によれば、前記層Ｂは、ウェブ状の支持体基材、特にフィル
ム－（ＰＥ、ＰＰ、ＰＳ、もしくはＰＥＴ製）、発泡、織布－、不織布－もしくは紙支持
体または複合材支持体である。
【００６９】
　接着テープは、フィルムまたは発泡支持体製の一または複数の層を含んでよい。
【００７０】
　接着テープはさらに、一または複数の機能層、例えば、バリア層、ホットメルト材料の
層、その他の機能層を含んでよい。
【００７１】
　支持体は、好ましくは粘弾性の性質を有する。
【００７２】
　さらなる有利な一実施形態によれば、層Ｂは接着部品であり、感圧接着剤が塗布される
。
【００７３】
　本発明によれば、両方の物理的方法が互いに相違するように、本発明のいくつかの変化
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形が可能である。
【００７４】
　最も単純な形態では、物理的方法は、選ばれるプロセスにおいて異なる。さらに、境界
面に、２つ以上の方法が使用され得る。したがって、それぞれ使用される方法の合計数は
、１つ以上の加数の数だけ異なることになる。
【００７５】
　また、調節されるプロセス・パラメータに関して、とりわけ、両方の境界面に適切な線
量、圧力、温度、または処理中に存在するガス流において、異なり得る。
【００７６】
　これに代わり、または加えて、層ＡおよびＢの境界面の処理時間が異なり得る。
【００７７】
　さらに、有利な一実施形態によれば、層ＡおよびＢの境界面は、均一におよび／または
全面に処理される。
【００７８】
　これに代わり、層ＡおよびＢの境界面は、構造を作って処理できる、すなわち境界面の
内部で領域または条域ごとに異なる処理をできる。
【００７９】
　さらに、層ＡおよびＢの境界面を部分的に処理するのも、本発明思想に含まれる。
【００８０】
　基本的には、接着剤表面を物理的または化学的・物理的方法で処理することで接着力が
向上できることは当業者にとって驚くべきことである。なぜなら、これらの方法は全て、
鎖の切断および材料の分解を伴うので、極性基の含量が高い層の形成は、内部の凝集性が
小さいことを予想させるからである。
【００８１】
　さらに、接着剤の表面を間接プラズマで処理することで、接着力の向上の効果が、コロ
ナ処理と同等またはこれを凌駕する程度に得られ得ることは当業者にとって驚くべきこと
である。
【００８２】
　驚くべきことに、塗布前の接着剤の適切なプラズマ処理によって、接着促進剤やプライ
マーの使用を不要にできる。プライマーの不使用は様々な理由で有利であり、とりわけ煩
雑さと費用を減らすことができる。
【００８３】
　本発明による接着テープは、以下の従来技術の周知の欠点を卓越した方式で克服できる
。
・境界面の物理的処理を行わないと、積層された層の十分な固定強度が通常得られなくな
る。
・ラミネーション前の境界層の片側のコロナ処理／プラズマ処理は、固定強度を限定され
た高さでしか向上できない。
・片側処理においては、十分な活性化を達成するには、中ないし高程度のコロナ線量が使
用され、これがまた、しばしば境界面または層の背面の損傷や変質を伴う。
【００８４】
　積層する層の両側の前処理は、それぞれ、上述の損傷や変質を極小に減らす低い線量で
行える。
【００８５】
　長時間の湿式熱処理を行った後でも、Ｔ字剥離試験または接着力試験において、凝集亀
裂が生じる。
【００８６】
　前処理された層のより長期間の活性化が達成されると、ラミネーションは、より遅い時
点で行うことができ、しかも即時にラミネーションするのと同様な高い固定力が得られる
。
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【００８７】
　本発明によれば、物理的前処理とラミネーションの間により長時間かかった後でも、即
時にラミネーションする処理と同じまたはより高い固定力が達成できる。
【００８８】
試験方法
試験方法１（接着力－鋼材、９０°）
　接着力－鋼材の測定は、２３℃±１℃温度および５０％±５％相対空気湿度の試験環境
で実施する。サンプルは、２０ｍｍ幅に切断され鋼板上に貼られた。前記鋼板は、測定前
に洗浄され、調質する。このためには、板をまずアセトンで洗浄し、その後５分間、溶媒
を蒸散することができるように空気中に放置する。
【００８９】
　別途の記載がない限り、サンプルは２３μｍ厚さでエッチングしたＰＥＴフィルムに積
層されており、このＰＥＴフィルムを引張り試験のために緊定できた。接着剤のＰＥＴフ
ィルムへの固定は常に良好であり、ＰＥＴフィルムからの剥離は観察されなかった。
【００９０】
　試験サンプルは、鋼材下地に塗布され、続いて２ｋｇのロールで５回、１０ｍ／ｍｉｎ
の転動速度で加圧した。別途の記載のない限り、その後７日間４０℃で保管し、続いて１
時間試験環境下で再調質した。
【００９１】
　測定のため、鋼板は、サンプルを９０°の角度で垂直に上方に引っ張ることを可能にす
る特別なホルダに差し込んだ。接着力測定は、Ｚｗｉｃｋ引張試験機で行われた。測定結
果は、Ｎ／ｃｍで表され、３測定を平均している。
【００９２】
試験方法２（Ｔ字剥離による接着力）
　Ｔ字剥離による接着力の測定は、２３℃±１℃温度および５０％±５％相対空気湿度の
試験環境で実施する。基本的には、２層の複合体が製造され、この複合体の接着力（また
は剥離力）を、横から観察して横たわった「Ｔ」に似た形態で引っ張り、測定する。
【００９３】
　別途の記載がない限り、接着剤サンプルは２３μｍ厚さでエッチングしたＰＥＴフィル
ムに積層されており、このＰＥＴフィルムを引張り試験のために緊定できた。接着剤のＰ
ＥＴフィルムへの固定は常に良好であり、ＰＥＴフィルムからの剥離は観察されなかった
。基材が接着性でない場合、これを直接緊定した。
【００９４】
　２枚の基材を手作業で２層のサンプルに積層し、２０ｍｍ幅に切断し、続いて
２ｋｇのロールで５回、１０ｍ／ｍｉｎの転動速度で加圧した。その後７日間４０℃で保
管し、続いて１時間試験環境下で再調質した。
【００９５】
　測定のため両方の基材をそれぞれＺｗｉｃｋ引張試験機の締め具に緊定し基材からなる
「Ｔ」構造体を手で支持した。測定結果は、Ｎ／ｃｍで表され、３測定を平均している。
【００９６】
ガラス転移温度
　静的ガラス転移温度の測定は、ＤＩＮ５３７６５による動的示差走査熱量測定による。
ガラス転移温度Ｔｇの値は、個々のケースにおいて特段の断りがない限り、ＤＩＮ５３７
６５：１９９４－０３によるガラス変態温度値Ｔｇに関する。
【００９７】
分子量
　平均分子量ＭＷおよび多分散性Ｄの測定は、ゲル浸透クロマトグラフ法（ＧＰＣ）によ
り行われた。溶離剤として、０．１容積％のトリフルオロ酢酸含有ＴＨＦが使用された。
測定は２５℃で行われた。プレカラムとしてＰＳＳ－ＳＤＶ、５μｍ、１０３Å（１０－
７ｍ）、ＩＤ８．０ｍｍｘ５０ｍｍが使用された。分別は、カラムＰＳＳ－ＳＤＶ、５μ
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ｍ、１０３Å（１０－７ｍ）、１０５Å（１０－５ｍ）および１０６Å（１０－４ｍ）、
それぞれＩＤ８．０ｍｍ×３００ｍｍが使用された。サンプル濃度は、４ｇ／ｌ、流量は
１．０ｍＬ／ｍｉｎであった。ＰＭＭＡ標準に対して測定した。
【００９８】
固体含量
　固体含量は、ポリマー溶液中の非揮発性成分の割合の尺度である。これは重量法で求め
られる。すなわち溶液を秤量し、次に乾燥棚中において１２０℃で２時間揮発性分を蒸散
し、残量を再度秤量する。
【００９９】
Ｋ値（フィケンチャー（Ｆｉｋｅｎｔｓｃｈｅｒ）による）
　Ｋ値は、高重合物質の平均的分子の大きさの尺度である。測定には、１％の（１ｇ／１
００ｍＬ）ポリマー・トルエン溶液が作られ、Ｖｏｇｅｌ－Ｏｓｓａｇ－粘度計を用いて
その動粘度を求める。トルエンの粘度で規格化し、比粘度を得て、この粘度からフィケン
チャーの方法でＫ値を算定する（Ｐｏｌｙｍｅｒ　８／１９６７、３８１～）。
【０１００】
　いくつかの例を用いて本発明につき、以下にさらに詳細に記述するが、それによってい
かなる性質の制限をも加えようとするものではない。
【発明を実施するための形態】
【０１０１】
例
　Ｎ２コロナ処理を行う全ての例において、処理雰囲気中のＯ２含量は＜１０ｐｐｍであ
った。
【０１０２】
例１－改良された長期活性化
オフライン保管性（定義：２つの層の処理とラミネーションの間の時間）
　実験において、粘弾性支持体および感圧接着剤、樹脂変性アクリラート接着剤、は、以
下のパラメータによって処理された。
【０１０３】
例示的粘弾性ポリマーＶＰ（支持体）の製造
　ラジカル重合用の従来型の反応器に、５４．４ｋｇのアクリル酸２－エチルヘキシル、
２０．０ｋｇのアクリル酸メチル、５．６ｋｇのアクリル酸、および５３．３ｋｇのアセ
トン／イソプロパノール（９４：６）を充填した。撹拌しながら窒素ガスを４５分間通気
後、反応器を５８℃に昇温し、４０ｇのＡＩＢＮを加えた。続いて、外部熱浴を７５℃に
昇温し、この外部温度で一定にして反応させた。１時間後に、あらためて４０ｇのＡＩＢ
Ｎを加え、４時間後、１０ｋｇのアセトン／イソプロパノール混合物（９４：６）で希釈
した。２２時間の反応時間後、重合を中断し、室温まで冷却した。
【０１０４】
　このポリマーは、次に通常のホットメルト・プロセスで、通常の方法によりさらに加工
された。要約すると、まず溶媒を減圧下で濃縮押出し機により除去し（残存溶媒含量≦０
．３重量％）加熱した。二軸押出し機において、ペンタエリスリトールテトラグリシドエ
ーテル（Ｐｏｌｙｐｏｘ（登録商標）Ｒ１６）およびトリエチレンテトラアミン（Ｅｐｉ
ｋｕｒｅ（登録商標）９２５）からなる架橋剤および促進剤システムを添加した。混練後
、このホットメルトを２ロール・カレンダで、工程ライナー上にコートした。
【０１０５】
例示的ポリアクリラート感圧接着剤ＰＡの製造
　ラジカル重合用の従来型の１００Ｌ－ガラス反応器に、４．８ｋｇアクリル酸、１１．
６ｋｇのアクリル酸ブチル、２３．６ｋｇアクリル酸２－エチルヘキシル、および２６．
７ｋｇのアセトン／ベンジン６０／９５（１：１）を充填した。撹拌しながら窒素ガスを
４５分間通気後、反応器を５８℃に昇温し、３０ｇのＡＩＢＮを加えた。続いて、外部熱
浴を７５℃に昇温し、この外部温度で一定にして反応させた。１時間の反応時間後に、あ
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らためて３０ｇのＡＩＢＮを加えた。４時間および８時間後、それぞれ１０．０ｋｇのア
セトン／ベンジン６０／９５混合物（１：１）で希釈した。反応は、２４時間の反応時間
後中断し、室温まで冷却した。続いて、前記ポリアクリラートは、Ｕｖａｃｕｒｅ（登録
商標）１５００と混合し、アセトンで固体含量３０％に希釈し、この溶液を用いてシリコ
ーン処理した剥離フィルム（５０μｍポリエステル）またはエッチングした２３μｍ厚さ
のＰＥＴフィルムにコートした。
【０１０６】
【表１】

　両層間の結合強度の測定量として、固定力が選ばれ、Ｔ字剥離試験法に準拠して測定さ
れた。
【０１０７】
　層ＡおよびＢのラミネーションは、直ちに、また３日、１５日および３０日間の保管後
に行った。両方の層、以下ラミネートと称する、間の結合強度の測定量として、固定力が
選ばれ、Ｔ字剥離試験法に準拠して測定された（試験法参照）。
【０１０８】
　空気での活性化は、減衰曲線に支配され、初期の日々に大きな減少を示すことが知られ
ている。
【０１０９】
　したがって、層Ｂに導入された空気官能基が保管時間を通して消失せず、また層Ａに導
入された窒素官能基との化学的・物理的相互作用を受け、高い固定力を構成することもま
た求められる。
【０１１０】
　以下のグラフおよび表が抽出した結果の概況を示す。
【０１１１】
　棒グラフの下の表示は、線量ならびにプロセスガスを表す。
【０１１２】
　図表および表での処理に対する表示法は、下記の通り読み取れる。
【０１１３】

【表２】
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【表３】

【０１１５】
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【表４】

【０１１６】
・比較例１（サンプル３および４）：
　境界面の同種の処理が、オフライン保管３日後に既に固定力の有意な低下を示すことが
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【０１１７】
・比較例２（サンプル５および８）：
　驚くべきことに、同じ線量であるが、異種の処理雰囲気であると３０日後にもほとんど
一定の固定力を示すことが特に確認できた。
【０１１８】
・比較例３（サンプル５を８と）：
　両側を、同じだが例２に比べ１／３の線量とし、プロセスガスは異なるように処理する
と、全保管時間にわたり安定した効果と、非常に大きな固定力値を示す。その際当業者は
、はるかにより小さな値を予想する筈である。
【０１１９】
　適切に選んだ組合せにより、サンプル５、６、７および８の結果で分かるように、大き
な操作許容範囲が与えられる。
【０１２０】
例２－向上した接着力
　当業者にとって驚くべきことに、２つの異なる処理をされた支持体（層ＶＰおよび層Ｐ
Ａ）間の固定力は、片方だけにおよび両方に同種の処理をされた支持体に比べ、全体とし
てより大きい固定力を示すことが、さらに確認できた。
【０１２１】
　この例においては、層は、間接プラズマ法、ベルギー、ＶＩＴＯ社の（ＰｌａｓｍａＬ
ｉｎｅ（登録商標））によりプロセスガスとして窒素中で処理された。スリット・ノズル
によって、線状の大気圧プラズマを、プロセスガスを介して処理する支持体に吹き付ける
。
【０１２２】
　試験方法は、例１と同様であるが、層ＡおよびＢは直ちに積層される。
【０１２３】
例２ａ：片側処理に比較して、適切に調節された両側処理の固定力のより大きいことの立
証
　この実験において、主プロセスガスの窒素に、部分的に二酸化炭素を加えた。処理パラ
メータが以下の表および図表から読み取れるように、ここでは例示的に示した。
【０１２４】
【表５】

　示された電力は、４００ｍｍである放電ユニットの処理幅に関連付けられている。
【０１２５】
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【表６】

【０１２６】
【表７】

　図は、片側処理に対して、両側を異なるように処理した場合の有意に大きい固定力（左
軸、単位Ｎ／ｃｍ）を示す。
【０１２７】
　片側処理に対し、両側を異なるように処理した結果は、固定力が２００％を超えて上昇
したことを示している。
【０１２８】
例２ｂ：両側の同種の処理に比較して、適切に調節された両側の異なる処理の固定力のよ
り大きいことの立証
【０１２９】
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【表８】

【０１３０】
【表９】

　図は、両側の同種の処理に比較して、両側の異なる処理により、固定力が上昇するのを
示す。
【０１３１】
例３：両側の低く調節された線量（または電力）での異なる処理に対して、両側のより高
い線量（または電力）での異なる処理における同じまたはより大きい固定力
【０１３２】

【表１０】

　上表から明らかなように、低い投入電力または線量での層処理による固定力は、高く調
節した処理の組合せと同じまたはより高い水準を達成する。
【０１３３】
　これにより、その処理プロセス内で同じ固定力の場合エネルギーを節減できる。
【０１３４】
例４：対向する境界面に対する空気コロナおよびＮ２コロナの組合せによるより高い固定
力
　特に、２層を、両側の表面にコロナ処理を用いてラミネーションするとき、するときも
、一方の表面には空気をプロセスガスとしたコロナを、他方の表面にはＮ２をプロセスガ
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【０１３５】
　例４ａおよび４ｂでの処理は、ウェブ状でＤＢＤ（Ｖｅｔａｐｈｏｎｅ社）の電極配置
で実施した。層ＡおよびＢの異種の処理は、達成される最大力を向上する。
【０１３６】
例４ａ：ＶＰおよびＡＰの間での固定力の向上
　層ＶＰおよび層ＡＰ間の固定力の特記すべき向上が教示されたプロセスで生じ得た。測
定は、２３℃での３日間の保管後Ｔ字剥離試験法で行った。それぞれの層の処理における
処理雰囲気が異種だった場合、Ｔ字剥離試験での最大力は１８０％を越えて上昇できた。
【０１３７】
【表１１】

【０１３８】
例４ｂ：ＰＥ発泡体およびＡＰの間での固定力の向上
　ＰＥ系の発泡体（Ｓｅｋｉｓｕｉ　Ａｌｖｅｏ社製、４００μｍ、独立気泡）へのラミ
ネーションにおいて、互いに積層する境界面への空気コロナとＮ２コロナの意図した組合
せは、メリットがあり得ることが、この例から分かる。とりわけ４０℃での促進老化によ
ればこのメリットが際立つ。
【０１３９】
【表１２】

　例示的にここに示された結果は、既に詳しく記述された酸－塩基相互作用に基づくもの
と理解できる。
【０１４０】
材料複合例
　本発明は、いくつかの材料複合例を用いて、以下にさらに詳細に記述するが、これによ
って本発明に不必要に制限を加えようとするものではない。
【０１４１】
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【表１３】

　さらに、既にプロセスにより物理的表面改質を行った材料も使用できる。
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